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研究要旨 

本研究では、国民健康・栄養調査の栄養摂取状況調査で使用されている案分法食事記録

から得られる栄養素摂取量を食事記録と同時に実施する24時間蓄尿から推定する栄養素摂

取量と比較し、案分法食事記録の妥当性を検証する。本年度は、来年度の調査実施に向け

た調査方法の検討を行った。 

Ａ．研究目的 

 国民健康・栄養調査では、案分法による

食事記録法を使用して調査対象者の栄養摂

取状況の把握を行っている。この方法は、

個人が食べる食品の重量を直接計量する秤

量法による食事記録法と比べ、摂取量の誤

差が生じやすい可能性が指摘されているが、

誤差の有無、程度については科学的に検証

されていない。また、国際的な研究で用い

られている標準的な食事記録法は秤量法に

よる食事記録法であることから、国民健

康・栄養調査のデータを用いた研究が国際

的な評価を得られにくいという問題がある。 

 そのため、本研究では、国民健康・栄養

調査の調査の質を向上させるための基礎資

料を得ることを目的として、案分法食事記

録と秤量法食事記録から得られた栄養素摂

取量を食事記録と並行して行う 24 時間蓄

尿で推定した栄養素摂取量と比較すること

によって、案分法による食事記録法の妥当

性を検証する方法の検討を行った。 

Ｂ．方法 

 平成 31 年度に調査および統計解析を実

施すべく、以下の通り計画する。 

 本研究の調査対象者は、①30～69 歳の一

般住民男性と、②①と同居し、①の日常の

食事の調理を行っている女性（年齢は問わ

ない）の 2 名 1 組で参加可能な 192 名 96

組（予定）とする。 

Ⅰ 食事記録 

対象者①の年齢階級ごとに、A：案分法食事

記録法、B：秤量式食事記録法のいずれかの

方法にランダムに割り付けする（下表）。 

対象者②は日曜・祝日を除いた任意の 1

日に対象者①が飲食したすべての食品・飲

料の名前と摂取した量を朝・昼・夕・間食

別に A、B いずれかの割り付けられた方法

を用いて調査用紙に記入する。 

A：案分法食事記録法に割り付けされた対

象者②は、家族全員（対象者①、②を含む）

対象者①の年齢（歳） 30~39 40～49 50～59 60～69 計 

A（案分法） 12 12 12 12 48 

B（秤量法） 12 12 12 12 48 
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が食べた食品、飲料の重量を秤で秤量し、

そのうち対象者①が食べた割合を記録する。 

B：秤量式食事記録法に割り付けられた対象

者②は、対象者①が調査実施日に食べたす

べての食品、飲料の摂取量を秤で秤量して

記録する。 

Ⅱ 24 時間蓄尿 

 対象者①のみ実施する。24 時間蓄尿は、

Sakuma et al.の蓄尿から推定される栄養

素摂取量は蓄尿実施当日の栄養素摂取量と

の相関が高いという報告にもとに、食事記

録実施日に行うこととする 1）。対象者①に

は実施日のすべての尿を蓄尿ボトルに貯め、

蓄尿の開始および終了時間と排尿時間を所

定の記録紙に記載するよう依頼する。溜め

忘れた場合は、記録紙にその時刻とおよそ

の量を記載する。 

Ⅲ 統計解析 

蓄尿検体から推定できる窒素、ナトリウ

ム、カリウム摂取量とⅠの食事記録から計

算するたんぱく質、ナトリウム、カリウム

摂取量を比較する。 

秤量式、案分法による食事記録から得ら

れた対象者①の栄養素摂取量をⅡで得られ

た蓄尿検体から推定された栄養素摂取量と

比較し、2 つの食事記録法によって生じる

測定誤差の特徴を検証する。 

Ｃ．結果 

本年度は案分法食事記録の妥当性を検証

するための調査実施方法の検討を行った。

この方法を用いて来年度調査を実施する。 

Ｄ．考察 

 食事アセスメント法の妥当性を評価する

際、秤量式食事記録法を比較対照として使

用することが多いが、本研究では評価対象

の食事アセスメント法も（案分法）食事記

録であることから、秤量式食事記録を比較

対照として同時に 2 つの食事記録法を実施

することは困難であると判断した。 

 バイオマーカーである 24 時間蓄尿は、摂

取量を推定できる栄養素が限定されるが、

食事記録と誤差の生じる要因が異なること、

対象者の栄養、食品に関する知識に依存し

ないことから、本研究の比較対照として用

いることにした。 

 秤量式の結果と比較することで、案分法

食事記録の妥当性を科学的に検証できるこ

とが期待される。 

Ｅ．健康危機情報 

なし。 

Ｇ．研究発表 

なし。 

Ｈ． 知的財産権の出願・登録状況 

なし。 
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